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取組№１－１ 多様な情報発信手段の活用 秘書広報室 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 市ホームページへの年間アクセス数１２０万件以上を達成します 

 

（取組の方向性） 

・あらゆる世代に情報を届けるため、対象とする世代に応じて広報紙やＳＮＳな

ど情報発信手段を使い分ける。 

・広報紙へのＱＲコード掲載やＳＮＳへのリンク掲載により、市ホームページへの

誘導を行う。 

・ＳＮＳによるアンケート調査を行い、広報紙やＳＮＳによる情報発信内容の見直

しを行う。 

（これまでの取組・現状） 

・主に以下の手段による情報発信に取り組んでいる。 

 【主な情報発信手段】 

広報おおの、市ホームページ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、ＬＩＮＥ 

広報紙のスマホ配信アプリ、報道機関への情報提供 

・市ホームページ年間アクセス数８９万９，６７４件（令和元年度） 

・市ＬＩＮＥ友だち数３，６３８人（令和３年３月１日現在） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

ＳＮＳによるきめ細かな情報発信 
ターゲットに応じた 

情報発信 

ターゲットに応じた 

情報発信 

ターゲットに応じた 

情報発信 

ターゲットに応じた 

情報発信 

ターゲットに応じた 

情報発信 

アンケート調査による情報発信内容

の見直し 

アンケートの実施と 

その結果による見直し 

アンケートの実施と 

その結果による見直し 

アンケートの実施と 

その結果による見直し 

アンケートの実施と 

その結果による見直し 

アンケートの実施と 

その結果による見直し 

目
標
値 

市ホームページへの年間アク

セス数 
１０２万件以上 １０６万件以上 １１０万件以上 １１６万件以上 １２０万件以上 

市ＬＩＮＥ友だち数（累計） ４，１００人以上 ４，６００人以上 ５，１００人以上 ５，６００人以上 ６，１００人以上 
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取組№１－２ 目的とターゲットを設定した大野の魅力発信 
産業政策課 

各関係課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 県外メディアにおける年間掲載・放送件数を３０％増とします 

 

（取組の方向性） 

・歴史、文化、自然、食、人などのブランド情報を市内外に発信し、誘客を通じた「稼

ぐ力」の向上と、地域の魅力の再認識、大野ファンの獲得につなげる。 

・「越前おおの 荒島の郷」開駅、中部縦貫自動車道大野和泉間開通、北陸新幹線敦

賀開業など年度ごとの一大行事に対しターゲットを設定しＰＲを強化する。 

・インスタ映えする観光スポットを増やしながら、これらを表現した写真素材を充実

させ、ＳＮＳ広告による情報発信を強化する。 

・庁内各課と連携し、効果的な情報発信方法やブランドＰＲの方向性を確認する。 

・ブランド大使やゆいびとファンクラブに大野市の旬の情報を届け、それを発信し

てもらうことで、大野を応援してくれるファンを増やす。 

（これまでの取組・現状） 

・旬の素材を都度、メディアに情報提供し、ＰＲ広告を行っている。 

・近年、インスタ映えする観光スポット等が増えてきているが、これらを表現した写

真素材が不足している。 

・県内、北陸圏、中京圏、関西圏のメディアに向けて、満遍なくセールス活動を行っ

ている。（令和２年度はコロナの影響により実績なし） 

・ブランド大使、ゆいびとファンクラブと連携した情報発信を定期的に行っている。 

・近年の県外メディアでの年間掲載・放送件数：４５件（Ｈ２９～Ｒ１の平均） 

                               

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

メディア・セールス活動及びＰＲ広告

（主にＳＮＳ広告）の実施 

道の駅荒島の郷のＰＲを

強化 

中部縦貫自動車道大野

和泉間開通に係るＰＲを

強化 

星空保護区認定に係るＰ

Ｒを強化 

北陸新幹線敦賀開業に向

けたＰＲを強化 

大阪万博からの誘客に向

けたＰＲを強化 

インスタ映えする写真素材の収集 

（年間５０枚程度） 
写真素材収集 写真素材収集 写真素材収集 写真素材収集 写真素材収集 

庁内ＰＲ戦略推進会議の開催 随時開催 随時開催 随時開催 随時開催 随時開催 

ブランド大使などとの連携 
関係者のＳＮＳ等を通じた

情報発信 

関係者のＳＮＳ等を通じた

情報発信 

関係者のＳＮＳ等を通じた

情報発信 

関係者のＳＮＳ等を通じた

情報発信 

関係者のＳＮＳ等を通じた

情報発信 

目
標
値 

県外メディアでの掲載・放送件

数（年間） 
６０件以上 ６０件以上 ６０件以上 ６０件以上 ６０件以上 
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取組№１－３ オープンデータ及び市独自データの公開 総務課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 市独自データの公開数を４件以上とします 

 

（取組の方向性） 

・オープンデータは、だれでも自由に二次利用ができる機械判読に適したデータ

形式での公開が必要であり、データ加工が難しいため、引き続き県と共同でデ

ータを公開していく。（公開先は県のホームページ） 

・県と連携し、データ掲載が可能であるものについて新たに追加できるよう検討

していく。 

・市独自データの公開に取り組む。 

（これまでの取組・現状） 

・県及び県内１７市町と共同でデータを公開している。 

・令和３年３月現在の共同公開データ数は９つ。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

県との共同公開 県と連携して実施 県と連携して実施 県と連携して実施 県と連携して実施 県と連携して実施 

市独自データの公開 
データの選定 

方針決定 
順次データ追加 順次データ追加 順次データ追加 順次データ追加 

目
標
値 

市独自データの公開数（累計） － １件以上 ２件以上 ３件以上 ４件以上 
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取組№１－４ 会議の見える化の推進 秘書広報室 

〔関連がある取組み…№３－５〕 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 重要な会議などの内容は、市ホームページで１００％公表します 

 

（取組の方向性） 

・市民一人ひとりが市政の担い手として、積極的に市政に参画することができる

よう、必要な情報を迅速かつ容易に得られるようにするため、市ホームページで

公表する。 

・計画や方針など作成又は見直しをする会議や市民参加型のシンポジウム、著名

人の講演会などの情報を集約し、公開する。 

（これまでの取組・現状） 

・市の重要な意思形成の過程を明らかにするため、審議会や計画策定に伴う会議にお

ける会議結果の概要や会議資料などを市ホームページなどで公表する。 

 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

計画や方針など作成又は見直しを

する会議の概要等の公開 

公開方針を明確化 

随時公開 
随時公開 随時公開 随時公開 随時公開 

重要な会議やシンポジウム、著名人

の講演会などのＷＥＢページ（コンテ

ンツ）作成 

公開方針を明確化 

随時作成 
随時作成 随時作成 随時作成 随時作成 

目
標
値 

重要な会議などの公表 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 
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取組№２－１ 市民が主体の人づくり・地域づくりの促進 地域文化課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 市内全地区において、課題解決に向けた検討や既存組織の見直しに取り組みます 

 

（取組の方向性） 

・令和３年度から本格的に開始する、市と市民や団体が協働して地域の総力を発

揮できる体制や地域ごとの課題解決に向けた検討に対する取組を支援する。 

・地域での検討や合意形成を図る場において、従来の地域づくりに関わってき

た壮年世代に加え、若者や女性など様々な人から意見を聞き、地域づくりに生

かす。 

（これまでの取組・現状） 

・市民が地域の課題解決などに自ら取り組む活動に対し交付金を交付して、活動を支

援している。 

・地域の課題解決や活性化をテーマにした地域団体の提案をもとに、市と団体が協定

を締結し協働で取り組む市民協働推進事業を推進してきたが、近年は提案がなく、新

たな申請がない状況が続いている。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

課題解決に向けた検討や既存組織

の見直しの話し合い 

各地区において検討会を

実施する 

後年度の見通しを立てる 

各地区において検討会を

実施する 

各地区において検討会を

実施する 

各地区において検討会を

実施する 

各地区において検討会を

実施する 

交付金による地域の支援 交付金の交付 交付金の交付 
交付金の交付 

成果の検証 
交付金の交付 交付金の交付 

目
標
値 

検討会の実施 １地区 ２地区 ２地区 ２地区 ２地区 
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取組№２－２ 大学、研究機関などとの連携 
生涯学習・文化財保護課 

政策推進課、環境・水循環課、各関係課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 大学、研究機関などに集積する知識・情報・ノウハウを、行政活動に活かします 

 

（取組の方向性） 

・大学、研究機関などとの連携・協働による取り組みを、「教育」「研究」「産学・地

域連携」「経営・財務・システム」の観点から継続的に進めていく。 

・有効的な連携・協働のあり方を検討しながら取り組みを進める。 

・他の県内大学との連携を検討する。 

（これまでの取組・現状） 

・福井大学と相互友好協力協定を結び、講師や各種委員の依頼をしている。 

・水循環に関する共同研究について、複数の大学に委託し行っている。 

・関西大学と相互連携協定を結び、「住み続ける定住のカタチによる結の故郷づくり事

業」をはじめ、各種研究事業を展開している。 

・福井工業大学と相互連携協定を結び、共同事業を行うほか、各種委員の依頼をして

いる。 

・大学との連携事業数 １７件（令和２年度） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

協定に基づく大学との連携 

（共同事業、各種委員依頼など） 

福井大学 

福井工業大学 

関西大学 

他の大学との連携を検討 

福井大学 

福井工業大学 

関西大学 

福井大学 

福井工業大学 

関西大学 

福井大学 

福井工業大学 

関西大学 

福井大学 

福井工業大学 

関西大学 

大学等との共同研究の実施 
地下水流動の解明など水

循環に関する共同研究 

地下水流動の解明など水

循環に関する共同研究 

地下水流動の解明など水

循環に関する共同研究 

地下水流動の解明など水

循環に関する共同研究 

地下水流動の解明など水

循環に関する共同研究 

目
標
値 

協定に基づく大学との連携事

業数 
１７件以上 １７件以上 １７件以上 １７件以上 １７件以上 
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取組№２－３ 民間企業、団体などとの連携 
政策推進課 

各関係課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 民間企業、団体などとの連携により、施策の推進に民間の力を活用します 

 

（取組の方向性） 

・第六次大野市総合計画の推進に当たっては、市民や団体、事業者による主体的

なまちづくりが重要であり、さまざまな分野で官民連携による取り組みを進め

ていく必要がある。 

・施策推進や事業実施において、有用な民間の力を最大限活用するため、必要に

応じて順次連携を進める。 

（これまでの取組・現状） 

・市では、これまでに、自治体なども含めて９０件余りの連携協定等を締結している。 

・国内におけるＣＳＲ（企業の社会的責任）活動やＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の普及

にともない、近年では、自治体との連携による地域貢献活動への参加を希望する民間

企業などが多くなっている。 

・連携協定数（令和２年度）：企業２７件、団体２１件、その他４７件  計９５件 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

地方創生に関する連携 

（令和２年度末：１４件） 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

災害に関する連携 

（令和２年度末：５０件） 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

その他、ＳＤＧｓ等に関する連携 

（令和２年度末：３１件） 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

連携事業実施 

順次協定締結 

目
標
値 

連携協定等締結数（累計） ９５件以上 ９７件以上 ９９件以上 １０１件以上 １０３件以上 
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取組№２－４ （株）平成大野屋との連携 産業政策課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） （株）平成大野屋の物販・飲食合計売上額１億円以上を達成します 

 

（取組の方向性） 

・令和２年度に構築した（株）平成大野屋の新たなＥＣサイトなどの活用にかかる

支援を強化することで、大野の特産品や観光情報などを効果的に発信する。 

・（社）観光協会や（財）農林樂舎、(株)昇竜、道の駅「越前おおの 荒島の郷」、道

の駅「九頭竜」などと連携し、効率的かつ効果的に観光・物販事業が行える新た

な受け皿を構築する。 

（これまでの取組・現状） 

・(株)平成大野屋に結ステーションの各種施設の管理を委託し、まちなかにおいて市の

特産品などの販売、レストランの経営、出向宣伝などを支援することで、観光客を中心

に、大野の物産の販路拡大と大野ブランドの情報発信を行ってきた。 

・ホームページ年間アクセス数 ３，３２６件（令和元年度） 

・物販・飲食合計売上額 ８，２１５万円（令和元年度） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

ＥＣサイトによる物販を宣伝するウェ

ブ広告の実施と効果の検証 

ウェブ広告の実施と効果

検証 

ウェブ広告の実施と効果

検証 

ウェブ広告の実施と効果

検証 

ウェブ広告の実施と効果

検証 

ウェブ広告の実施と効果

検証 

市内の他団体との連携による新た

な観光事業・物販の受け皿の構築 
市内の関係主体との協議 

活動拠点の選定や決定な

ど活動準備 

観光事業・物販の受け皿

の確立 
  

新たな観光・物販の受け皿による活

動の開始 
 

新たな方法による観光事

業・物販の実施 

新たな観光事業や物販の

検証・改善 

新たな観光事業や物販の

検証・改善 

新たな観光事業や物販の

検証・改善 

財務諸表の公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 

目
標
値 

(株)平成大野屋ホームページ

年間アクセス数 
１５，０００件以上 ２５，０００件以上 ３０，０００件以上 ３５，０００件以上 ４０，０００件以上 

(株)平成大野屋物販・飲食合

計売上額 
６，７００万円以上 ８，１００万円以上 ９，０００万円以上 ９，５００万円以上 １億円以上 
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取組№２－５ （株）昇竜との連携 農業林業振興課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 商品のブランド化を確立し、売上げを１５％増にします 

 

（取組の方向性） 

・ｗｅｂサイトの活用や、県外の飲食店へのセールス活動により商品のＰＲを行

う。 

・中部縦貫自動車道の開通により、直売所での売上減が予想されるため、販売方

法の見直し、改善に取組む。 

・財務諸表を市ホームページで公表する。 

（これまでの取組・現状） 

・九頭竜まいたけ、穴馬スイートコーン、穴馬かぶらの生産、加工に取り組み、九頭竜ま

いたけの生産量は、平成２６年度から令和元年度までの５年間で、９２ｔから１４０ｔま

で、大幅に増加した。令和元年度売上額は、１億３，１５９万円。 

・販売方法の見直しや新規販路開拓にも努めており、売上げは年々増加している。 

・パッケージやパンフレットに天空の城の写真を使用するなど、大野市のＰＲも行う。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

ブランド発信、ＰＲ 
ｗｅｂサイトの活用 

県外のセールス活動 

ｗｅｂサイトの活用 

県外のセールス活動 

ｗｅｂサイトの活用 

県外のセールス活動 

ｗｅｂサイトの活用 

県外のセールス活動 

ｗｅｂサイトの活用 

県外のセールス活動 

直売所の販売強化 
工場直売所の販売方法の

見直し、改善 

工場直売所の販売方法の

見直し、改善 

工場直売所の販売方法の

見直し、改善 

工場直売所の販売方法の

見直し、改善 

工場直売所の販売方法の

見直し、改善 

財務諸表の公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 

目
標
値 

年間売上額 １億３，０００万円以上 １億３，５００万円以上 １億４，０００万円以上 １億４，５００万円以上 １億５，０００万円以上 
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取組№２－６ （一財）越前おおの農林樂舎との連携 農業林業振興課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 「越前おおの産」産地保証制度の登録者数を１５０人以上とし、集荷販売の売上を１５％増にします 

 

（取組の方向性） 

・農林業者の持続的発展に向けた越前おおの型農業を確立するため、越前おお

の農林樂舎が推進役を担う。 

・農家所得の向上を図るため、農林産物の販路拡大やブランド確立に向けた事

業を展開する。 

（これまでの取組・現状） 

・大野の農家が生産した農林産物を市外等で販売する「うごく八百屋おおのさん」事業

に令和元年度末で１３１名が参加している。 

・令和元年度末で、大野産農林産物の高付加価値化を図るための事業である「越前お

おの産」産地保証制度に１２９人、「越前おおの里の恵み」認証制度に３５人が登録して

いる。 

・令和元年度の集荷販売事業農林産物売上額（米、野菜のみ） ４，４１０万円 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

「うごく八百屋おおのさん」事業へ

の市民参加促進 

樂舎ホームページで募集 

説明会の開催 

樂舎ホームページで募集 

説明会の開催 

樂舎ホームページで募集 

説明会の開催 

樂舎ホームページで募集 

説明会の開催 

樂舎ホームページで募集 

説明会の開催 

イベントや商談会におけるブランド

発信のための出向宣伝の実施 
市外出向宣伝の実施 市外出向宣伝の実施 市外出向宣伝の実施 市外出向宣伝の実施 市外出向宣伝の実施 

財務諸表の公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 

目
標
値 

「越前おおの産」産地保証制度

登録者数 
１３５人以上 １３９人以上 １４３人以上 １４７人以上 １５０人以上 

集荷販売事業農林産物売上

額（米、野菜のみ） 
４，７００万円以上 ４，８００万円以上 ４，９００万円以上 ５，０００万円以上 ５，１００万円以上 
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取組№２－７ 大野市土地開発公社との連携 企業立地推進室 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 大野市富田産業団地の８０％以上を分譲します 

 

（取組の方向性） 

・公共事業が円滑に実施できるよう公共用地、公用地等の取得、管理、処分を適

正に行う。 

・企業誘致により、全６区画、約１２ｈａある富田産業団地の分譲地を令和３年度

から７年以内に売却し、借入金を返済する。 

・富田産業団地の売却状況や借入金の残高などの情報を市ホームページで公開

する。 

（これまでの取組・現状） 

・工業団地、産業団地の整備 

  【令和２年度の状況】 

    中据工業団地（全体２．８ｈａ、分譲済２．８ｈａ） 

    中野工業団地（全体３．８ｈａ、分譲済３．３ｈａ） 

    春日野工業団地（全体１．９ｈａ、分譲済０ｈａ） 

    富田産業団地（全体１２ｈａ、分譲済０ｈａ） 

 （参考）青島工業団地は、ニチコン（株）及びニチコン大野（株）へ賃貸、 

     小山工業団地は、タニコー（株）へ賃貸 

・フォレストタウンの分譲 

・下水道処理場用地など公共用地等の取得 など 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

富田産業団地の分譲 １区画約２ｈａの分譲 １区画約２ｈａの分譲 １区画約２ｈａの分譲 １区画約２ｈａの分譲 １区画約２ｈａの分譲 

財務諸表の公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 

目
標
値 

富田産業団地の売却面積 

（累計） 
約２ｈａ 約４ｈａ 約６ｈａ 約８ｈａ 約１０ｈａ 
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取組№２－８ 大野市公共施設管理公社との連携 
財政経営課 

各関係課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 指定管理者制度モニタリングにおける評価を、全てＡ評価以上とします 

 

（取組の方向性） 

・市から指定管理委託を受けている施設について、適正な実施体制を確保し、サ

ービスの向上に取り組む。 

・財務諸表を市ホームページで公表し、経営状況の透明化を進める。 

（これまでの取組・現状） 

・都市公園（明治公園、亀山公園、有終公園）、体育施設（真名川憩いの島、ゲートボー

ル場）、市営駐車場（亀山南第２駐車場、城下町西広場）、市営駐輪場（駅前駐車場、自

転車駐車場、北大野駅前駐車場）の指定管理業務を行っている。 

・結とぴあ（多田記念大野有終会館）、市庁舎市民ホール、城下町南広場の管理業務委

託を行っている。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

結とぴあの利用促進 利用促進の取組み 利用促進の取組み 利用促進の取組み 利用促進の取組み 利用促進の取組み 

財務諸表の公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 市ホームページで公表 

目
標
値 

指定管理者制度モニタリング

における評価 

評価対象施設 

全てＡ評価以上 

評価対象施設 

全てＡ評価以上 

評価対象施設 

全てＡ評価以上 

評価対象施設 

全てＡ評価以上 

評価対象施設 

全てＡ評価以上 
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取組№２－９ 他の自治体との交流、緊急時応援体制の構築 
秘書広報室 

防災防犯課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 姉妹都市等との交流事業を促進するとともに、緊急時の受援体制を構築します 

 

（取組の方向性） 

・市民の地域活動への参加、地域課題の解決を図るため、姉妹都市等との市民レ

ベルの交流を促進する。 

・姉妹都市等との緊急時の受援体制を構築する。 

 

（これまでの取組・現状） 

・姉妹都市等は１５市町村と協定を締結しており、主に観光や防災等の連携をしてい

る。 

・平成２０年度から姉妹都市等の団体と交流を図る事業に対し、交通費・宿泊費等を助

成している。 

・平成９年より姉妹都市等との間において、災害時における相互応援協定を締結して

いる。 

・姉妹都市等交流事業参加者数（平成２８年度～令和元年度） １，５８２人 

                                      ※令和２年度０人（見込） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

姉妹都市等との交流事業への補助

金交付 

補助金の交付 

成果の検証 
補助金の交付 補助金の交付 

補助金の交付 

成果の検証 
補助金の交付 

緊急時受援体制の構築 
受援体制訓練（案）の検討

・調整 
受援体制訓練の実施 受援体制訓練の見直し 受援体制訓練の実施 受援体制訓練の実施 

目
標
値 

姉妹都市等との交流事業参加

者数（期間内の累計） 
６０人以上 ２４０人以上 ５７０人以上 ９２０人以上 １，３００人以上 
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取組№２－１０ 県内広域連携による各種事業の推進 
政策推進課 

各関係課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 連携による相乗効果とスケールメリットを活かし、圏内の行政課題解決を進めます 

 

（取組の方向性） 

・ふくい嶺北連携中枢都市圏 

 圏域における経済成長のけん引、都市機能の集積・強化、生活関連機能サービ

スの向上に資する事業を、分野ごとに企画し、連携して取り組む。 

 連携して取り組むことにより、大野市における経済成長や都市機能強化、生活

関連機能サービス向上を目指す。 

・大野・勝山地区広域行政事務組合 

 廃棄物処理、広域観光、奥越青少年愛護センターの運営、介護保険認定審査、

障害者介護給付市町村審査会の５つの事業について共同処理する。 

（これまでの取組・現状） 

・ふくい嶺北連携中枢都市圏 

 平成３１年４月１日に連携協約締結後、大野市は５２事業に参加し、分野ごとに組織す

るワーキンググループで具体的な事業の検討や実践を行っている。福井市中心の事業

企画が多いため、圏域全体で経済成長や都市機能強化、生活関連機能サービス向上と

いった連携効果を上げられる事業の検討が必要。 

・大野・勝山地区広域行政事務組合 

 引き続き、５つの事業について共同処理を行う。 

・令和元年度実績 観光客入込数１９９万人、ＪＲ越美北線の年間乗客数３３６，３０７人 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

ふくい嶺北連携中枢都市圏での連

携事業の取り組み 

（取組期間：Ｈ３１～Ｒ５） 

連携に効果のある事業に

参加（ふくいプロモーショ

ン事業、情報システム広域

連携調査事業など） 

連携に効果のある事業に

参加（１年ごとに見直し） 

連携に効果のある事業に

参加（１年ごとに見直し） 
  

大野・勝山地区広域行政事務組合で

の事業の共同処理 
５事業の実施 ５事業の実施 ５事業の実施 ５事業の実施 ５事業の実施 

目
標
値 

観光客入込数 
※連携中枢都市圏連携事業による経済

成長を測る成果指標 
１８１万人 ２０８万人 ２３８万人 ２６８万人 ３３０万人 

ＪＲ越美北線の年間乗客数 
※連携中枢都市圏連携事業による都市
機能強化、生活関連機能サービス向上

を測る成果指標 

３４３，２００人 ３４４，１００人 ３４５，０００人 ３４５，９００人 ３４６，８００人 
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取組№３－１ 各種手続きのオンライン化 総務課 

〔関連がある取組み…№４－９、№４－１０〕 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 市民や事業者が行う７０％以上の手続きを、オンラインで申請できるようにします 

 

（取組の方向性） 

・市の制度に係る手続きは、令和３年度末までに完了する。令和４年度以降、新し

い手続きが増える場合は、「オンライン申請可能」を必須条件とする。 

・国や県の制度に係る申請などは、国や県の方針に従い、可能なものから順次オ

ンライン化を進める。 

（これまでの取組・現状） 

・コロナ禍において手続きのオンライン化の重要性が高まる中、令和２年９月に「大野

市押印と書類の見直し及び手続のオンライン化に関するガイドライン」を策定し、福井

県電子申請サービスを中心に、順次、オンライン化を進めている。 

・令和２年１２月現在におけるオンライン申請可能件数・・・８％（全体７３４件） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

市の制度に係る手続きのオンライン

化 
オンライン化完了     

県の制度に係る手続きのオンライン

化 

可能なものを順次オンラ

イン化する 

可能なものを順次オンラ

イン化する 

可能なものを順次オンラ

イン化する 
オンライン化完了  

国の制度に係る手続きのオンライン

化 

可能なものを順次オンラ

イン化する 

可能なものを順次オンラ

イン化する 

可能なものを順次オンラ

イン化する 

可能なものを順次オンラ

イン化する 

可能なものを順次オンラ

イン化する 

目
標
値 

申請手続きに係るオンライン

化の割合 
５０％以上 ５５％以上 ６０％以上 ６５％以上 ７０％以上 
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取組№３－２ 公共料金のキャッシュレス決済拡充 総務課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） キャッシュレス決済導入方針を定め、方針に基づくサービス導入を完了します 

 

（取組の方向性） 

・現行のサービスの種類を増やし充実を図る。（ＰａｙＰａｙのＱＲコード表示のみ

の施設において、ＪＰＱＲコードを設置するなど） 

・キャッシュレス決済の利用状況を検証し、新たな施設での決済サービスを検討

する。 

・キャッシュレス決済の導入必要性を検証し、導入方針を定める。 

（これまでの取組・現状） 

・令和２年２月から観光施設など９施設でＱＲコード掲示によるＰａｙＰａｙサービスを開

始し、同年１０月から公民館など１３施設を新たに追加した。同年１１月からは、越前大

野城でＱＲコード決済を開始した。 

・令和３年１月より、証明書発行窓口と２つの診療所でクレジット、電子マネー、ＱＲコー

ド決済サービスを開始した。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

キャッシュレス決済導入方針の策定 
利用状況の検証 

方針の策定 
   方針の見直し 

キャッシュレス決済の拡充 順次拡充 方針に基づき順次拡充 方針に基づき順次拡充 方針に基づき順次拡充 方針に基づき順次拡充 

目
標
値 

キャッシュレス決済導入方針

に基づく進捗率 
－ ３０％以上 ６０％以上 ９０％以上 １００％ 
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取組№３－３ マイナンバーカードの普及促進・利活用 
総務課 

市民生活・統計課、各関係課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 市民のマイナンバーカードの普及率を６０％以上にします 

 

（取組の方向性） 

・これまで取り組んできた夜間窓口延長（月、木曜日）や休日受付（第２土曜日と

それに続く日曜日）での受付対応や会社等へ出向いての説明会や出張受付を継

続していく。 

・国のデジタル化政策により、マイナンバーカードの利用拡大策がさらに進むと

予想されるため、その周知及び支援を行い、マイナンバーカードの普及率向上に

取り組む。（例：健康保険証、運転免許証との一体化など） 

（これまでの取組・現状） 

・月、木曜日の夜間窓口延長での受付対応 

・第２土曜日とそれに続く日曜日の窓口での受付対応 

・会社等へのマイナンバーカード推進説明会及び出張受付 

・カード取得促進と消費活性化のための国のマイナポイント事業の支援 

・令和２年１２月１日現在の普及率２０．３％ 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

夜間窓口延長、休日受付での対応 随時対応 随時対応 随時対応 随時対応 随時対応 

会社等への推進説明会及び出張受

付 
随時対応 随時対応 随時対応 随時対応 随時対応 

利用拡大策の周知及び支援 
市報や市ホームページで

の周知、窓口での支援等 

市報や市ホームページで

の周知、窓口での支援等 

市報や市ホームページで

の周知、窓口での支援等 

市報や市ホームページで

の周知、窓口での支援等 

市報や市ホームページで

の周知、窓口での支援等 

目
標
値 

マイナンバーカードの普及率 ３５％以上 ４５％以上 ５０％以上 ５５％以上 ６０％以上 
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取組№３－４ 手続きのワンストップ化などの推進 
市民生活・統計課 

福祉課、健康長寿課、各関係課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） ワンストップ化などにより、手続きにかかる手間と時間を減らします 

 

（取組の方向性） 

・市民生活・統計課窓口で住民異動等の申請があった場合、異動に伴う市民生活

・統計課以外の手続きについても可能な限り市民生活・統計課の窓口で処理す

る。（ワンストップ化） 

・各課窓口での申請手続等について、できる限り市民が移動せずに手続きを済

ませるようにする。（ワンストップ化） 

・マイナンバーカードの普及促進及び行政手続きのオンライン化を推進するとと

もに、各種申請手続き等において、既に提出した資料を再度添付することを不

要とする旨の規定を設けるなどして、ワンスオンリー化を進める。 

（これまでの取組・現状） 

・転入・転出・転居などの住民異動の届出時には、市民生活課窓口において上下水道の

開始廃止や子ども医療、児童手当の変更等の届出を受け付けている。また死亡届受理

時に「お知らせ」の用紙を窓口で渡し、事後に必要な介護保険料還付請求の受付や年

金手続きの案内を行うなど、関係課と連携して一つの窓口で各種届出の受付や案内

を行っている。 

・子ども医療申請のオンライン化に伴い、保護者の手続き負担軽減に取り組んでいる。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

ワンストップ化の推進 

庁内関係課にて可能な対

応や課題を検討し、方針

を決定 

方針に基づき、具体的な

対応策をとりまとめる 
方針に基づき順次対応 方針に基づき順次対応 方針に基づき順次対応 

ワンスオンリー化の推進 

庁内関係課にて可能な対

応や課題を検討し、方針

を決定 

方針に基づき対応    

目
標
値 

ワンストップ化、ワンスオンリ

ー化の進捗率 
 

方針に基づくワンスオン

リー化進捗率１００％ 
  

方針に基づくワンストップ

化進捗率１００％ 
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取組№３－５ リモート会議や動画配信の活用 
総務課 

秘書広報室 

〔関連がある取組…取組№１－４〕 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） リモート会議や動画配信の年間実施数を１００回以上とします 

 

（取組の方向性） 

・庁内会議や各種審議会、市民等への説明会など、リモートで対応可能なものに

ついて基準を定め、実施に向けた取り組みを行う。 

・ソーシャルメディアを活用した動画配信により、様々な情報を提供する。 

・全職員のＩＣＴスキルアップとスキル維持を図るため、職員研修を継続する。 

（これまでの取組・現状） 

・新型コロナウイルス感染症対策のため、リモートでの対応が注目されている。 

・令和２年度に、大会議室など３室にＷｉ-Ｆｉアクセスポイントを設置するとともにモバイ

ルＷｉ-Ｆｉルーター１０個を整備した。また、Ｗｉ-Ｆｉ専用パソコン１２台を追加するなど、Ｗ

ｅｂ会議用備品を整備した。 

・リモート推進チームを立ち上げ、Ｚｏｏｍの研修を実施した。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

リモート会議や動画配信の活用基準

の策定 
基準の策定     

上記基準に基づくリモート会議など

の活用 
 随時活用 随時活用 随時活用 随時活用 

目
標
値 

リモート会議の年間実施数 ３０回以上 ５０回以上 ６０回以上 ７０回以上 ８０回以上 

動画配信の年間実施数 － ５回以上 １０回以上 １５回以上 ２０回以上 
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取組№３－６ 市民向けＩＣＴサポートの強化 
総務課 

地域文化課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 市民向け講座の開催など、ＩＣＴに関するサポート体制を確立します 

 

（取組の方向性） 

・高齢者など、パソコンやスマートフォンの使い方が分からない市民へのサポー

トとして、公民館等におけるＩＣＴ講座を充実させていくほか、職業訓練センター

での講座を引き続き開催する。また、会議用タブレットなどリモート機器の貸出

などを検討する。 

・行政手続きのオンライン化やキャッシュレス化が進む一方、その情報が伝わら

ないと利用率も上がらないため、周知徹底に取り組む。 

・市民に対して丁寧な説明を行うことができるよう、研修により、職員のＩＣＴス

キルを向上させる。 

（これまでの取組・現状） 

・職業訓練センターにおいて、ワード、エクセル等の講座を開催している。 

 （令和２年度：１８１回） 

・公民館でのパソコン等ＩＣＴ講座を実施している。 

 （令和２年度：４０回） ※大野公民館３６回、他公民館４回 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

高齢者などを対象としたＩＣＴ講座の

開催 

各公民館等で要望調査 

年間計画を立て、開催 
年間計画を立て、開催 年間計画を立て、開催 年間計画を立て、開催 年間計画を立て、開催 

高齢者などを対象としたリモート機

器の貸出 
貸出基準の検討     

目
標
値 

ＩＣＴ講座年間開催数 

（職業訓練センターを除く） 
４０回以上 ４５回以上 ５０回以上 ５５回以上 ６０回以上 
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取組№４－１ 市税など自主財源の収入率向上（一般会計） 
財政経営課 

各関係課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 自主財源（主に市税、保育料、住宅使用料）の収入率を維持・向上します 

 

（取組の方向性） 

・口座振替による納付を推進する。 

・効率的かつ効果的な滞納整理を実施する。 

（これまでの取組・現状） 

・口座振替による納付の推進している。 

・督促状、催告状等を送付し、年度内納付を推進している。 

・令和２年度からコンビニエンスストア（ＭＭＫ機器設置店舗、スマートフォンアプリケー

ションを含む）収納を導入した。（市税） 

・令和元年度収入率は、市税が９７．１％（現年度分９９．０％）、保育料が９９．０％（現年

度分１００％）、住宅使用料９５．２％（現年度分９９．８％）となっている。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

口座振替による納付の推進 

（市税、保育料、住宅使用料） 

市民への周知・広報と積

極的な勧奨 

市民への周知・広報と積

極的な勧奨 

市民への周知・広報と積

極的な勧奨 

市民への周知・広報と積

極的な勧奨 

市民への周知・広報と積

極的な勧奨 

適正な滞納整理の実施 

（市税、保育料、住宅使用料） 

納税相談の実施、滞納処

分の執行（市税） 

個別連絡、個別訪問の実

施（保育料、住宅使用料） 

納税相談の実施、滞納処

分の執行（市税） 

個別連絡、個別訪問の実

施（保育料、住宅使用料） 

納税相談の実施、滞納処

分の執行（市税） 

個別連絡、個別訪問の実

施（保育料、住宅使用料） 

納税相談の実施、滞納処

分の執行（市税） 

個別連絡、個別訪問の実

施（保育料、住宅使用料） 

納税相談の実施、滞納処

分の執行（市税） 

個別連絡、個別訪問の実

施（保育料、住宅使用料） 

目
標
値 

市税収納率（現年度分）の維持 ９９．０％以上 ９９．０％以上 ９９．０％以上 ９９．０％以上 ９９．０％以上 

保育料収入率（現年度分）の維

持 
１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

住宅使用料（現年度分）の維持 ９９．８％以上 ９９．９％以上 １００％ １００％ １００％ 
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取組№４－２ 国民健康保険事業特別会計の健全運営 
市民生活・統計課 

財政経営課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 財源補填目的の繰入金を約２千万円削減します 

 

（取組の方向性） 

・毎年県が示す事業費納付金及び保険税必要額により適正な国民健康保険税額

を算出・検討し、必要に応じて税率の改正を行う。また、将来的な県内の保険料

水準統一に向け、国民健康保険税の算定方式を４方式から資産割を廃止した３

方式に移行する。 

・特定健康診査等の実施や後発医薬品の利用促進などの各種保健事業に取組

み、医療費の適正化を図る。 

・滞納対策等に取組み、国民健康保険税の収納率の向上を図る。 

（これまでの取組・現状） 

・将来にわたって国民健康保険制度を維持していくため、県が財政運営の責任主体と

なり、安定した財政運営と効率的な事業運営を目指し、平成３０年度から県単位化さ

れたが、依然財政状況は厳しく、基金や一般会計からの繰入金で財源補填している状

況である。財源補填目的の繰入金を削減・解消し、健全な財政運営を図る必要がある。

また、財源補填目的の一般会計繰入金は、保険者努力支援制度においてペナルティが

課せられ交付金の減額対象となっている。 

・財源補填目的の繰入金額 平成３０年度２，５４７万円 令和元年度１億２，７９０万円 

                  令和２年度５,４５０万円（見込） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

適正な国民健康保険税の算定の検

討及び税率改正 
税率の検討 税率改正 税率の検討 税率改正 税率の検討 

各種保健事業の実施により医療費

適正化を図る 
効果的な保健事業の実施 効果的な保健事業の実施 効果的な保健事業の実施 効果的な保健事業の実施 効果的な保健事業の実施 

目
標
値 

財源補填目的の繰入金の削減

額 
 約１，０００万円  約１，０００万円  
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取組№４－３ 和泉診療所事業特別会計の健全運営 
健康長寿課 

財政経営課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 医療設備の計画的更新などにより、効率的かつ安心感のある診療体制を維持します 

 

（取組の方向性） 

・計画的な修繕・更新により健全な維持管理を行う。 

・後発医薬品を積極的に導入し、後発医薬品の利用率を８０％以上に保つ。 

・効率的な診療体制を検討し、健全な運営を行う。 

（これまでの取組・現状） 

・へき地補助を活用し、計画的に施設の整備、医療機器の更新を行っている。 

・後発医薬品の導入を進める中、現在７５％を超え、外来後発医薬品使用体制加算の２

（４点）を算定し、診療報酬収入の増額となっている。 

・受診状況や今後の和泉地区の人口動態等を踏まえ、診療体制について検討を行って

きた。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

へき地補助を活用し、施設設備・医

療機器を更新する 

生化学分析装置     

ＣＲシステムパソコン 
ベッドサイドモニタ 

小型分包機        

内視鏡ファイバースコープ 
全自動身長体重計 予定なし 

後発医薬品の利用促進 

後発医薬品について周知

し、受診患者に説明のも

と使用を進める 

後発医薬品について周知

し、受診患者に説明のも

と使用を進める 

後発医薬品について周知

し、受診患者に説明のも

と使用を進める 

後発医薬品について周知

し、受診患者に説明のも

と使用を進める 

後発医薬品について周知

し、受診患者に説明のも

と使用を進める 

歯科診療の体制の見直し 週５日から３日に削減 週５日から３日に削減 歯科診療終了予定   

目
標
値 

後発医薬品の割合 ８０％以上 ８０％以上 ８０％以上 ８０％以上 ８０％以上 
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取組№４－４ 後期高齢者医療特別会計の健全運営 
市民生活・統計課 

財政経営課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 普通徴収の後期高齢者医療保険料（現年度分）の収納率を９８．５０％以上にします 

 

（取組の方向性） 

・普通徴収の保険料については、口座振替の促進等により収納率向上を図る。 

・現年度分保険料の年度内の収納を促進し、滞納繰越分となる保険料を減らす。 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施により、医療費の適正化に取組

む。 

（これまでの取組・現状） 

・システムの改修等により令和２年度から後期高齢者医療保険料のコンビニエンススト

アでの納付が可能となった。 

・年金受給月に合わせて、滞納者への電話や訪問などにより後期高齢者医療保険料の

収納率の向上に努めている。 

・元年度保険料収納率：９８．１６％（普通徴収現年度分） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

口座振替の促進や電話・訪問などに

よる後期高齢者医療保険料の収納 
収納対策の実施 収納対策の実施 収納対策の実施 収納対策の実施 収納対策の実施 

高齢者の保健事業と介護予防の一

体的な実施 

関係課との調整 

協議会設置 
事業実施 事業実施 事業実施 事業実施 

目
標
値 

普通徴収の保険料（現年度分）

の収納率 
９８．２０％以上 ９８．２５％以上 ９８．３０％以上 ９８．４０％以上 ９８．５０％以上 
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取組№４－５ 介護保険事業特別会計の健全運営 
健康長寿課 

財政経営課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 介護需要の将来推計を踏まえ、介護予防施策の推進と財政基盤の安定化を行います 

 

（取組の方向性） 

・団塊の世代が全て７５歳以上となる令和７年を視野に入れて介護需要を予測

し、３年を１期とする介護保険事業計画を策定する。その際には、介護保険給付

費準備基金残高の目標値を、５，０００万円以上（介護給付費の第１号被保険者負

担割合の約５％）とした上で介護保険料を見直す。 

・介護予防や高齢者の生きがいと健康づくりに取組み、要介護認定率の上昇を

抑える。 

（これまでの取組・現状） 

・３年を１期とする介護保険事業計画策定時には、介護保険料の見直しを行い、令和２

年度には、令和３～５年度を計画期間とする第８期介護保険事業計画を策定し、適正

な保険料を算定した。 

・高齢者が要介護・要支援状態となることを予防するため、社会参加の促進を図るな

ど、要介護認定率の上昇を抑えるよう努めてきた。 

・令和元年度介護給付費準備基金積立残高 ２億２，６５５万円 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

介護保険事業計画の策定に伴う介

護保険料の見直し 

・第８期介護保険事業計

画開始（～令和５年度） 

・計画の進捗管理 

・計画の進捗管理 

・計画の進捗管理 

・第９期介護保険事業計

画の策定、基金の取崩し

の検討及び介護保険料の

見直し 

・第９期介護保険事業計

画開始（～令和８年度） 

・計画の進捗管理 

・計画の進捗管理 

介護予防、高齢者の生きがいと健

康づくりの充実 

フレイル予防 

高齢者交流活動の充実 

フレイル予防 

高齢者交流活動の充実 

フレイル予防 

高齢者交流活動の充実 

フレイル予防 

高齢者交流活動の充実 

フレイル予防 

高齢者交流活動の充実 

目
標
値 

介護給付費準備基金積立残

高 
５，０００万円以上 ５，０００万円以上 ５，０００万円以上 ５，０００万円以上 ５，０００万円以上 
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取組№４－６ 公営企業会計の健全運営 
上下水道課 

財政経営課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 各事業の経営戦略に基づき、経営の効率化・安定化を行います 

 

（取組の方向性） 

・水道・簡易水道は、施設の統合や経営統合などを踏まえ、計画的に事業を進め

る。 

・公共下水道・農業集落排水処理施設は、計画的に施設の整備や更新などを行う

とともに、公共下水道においては、水洗化率の向上を目指し加入促進を行う。 

・令和３年度に水道事業、簡易水道事業、公共下水道事業、農業集落排水事業の

経営戦略について５年毎の改定を行い、計画的かつ合理的な経営を継続する。 

・令和６年度に農業集落排水事業特別会計を公営企業会計に移行する。 

・新たに農業集落排水事業において、公共下水道への統合や処理区同士の統

合、経営統合などを検討する。 

（これまでの取組・現状） 

・人口減少に伴う料金収入の減少や施設の老朽化などに伴う更新費用の増大により、

上下水道事業を取り巻く経営環境は厳しさを増している。 

・このような状況に対応すべく、水道及び簡易水道事業においては、令和２年度に大野

市営水道事業基本計画を策定、公共下水道及び農業集落排水事業においては、平成 

２９年度以降、大野市汚水処理施設整備構想の改定、大野市公共下水道ストックマネジ

メント計画、大野市農業集落排水事業最適整備構想を策定した。 

・各事業を継続的に運営するため、平成２８年度に各事業において公営企業の中長期

的な経営の基本計画である経営戦略を策定した。 

・令和２年度には、簡易水道事業、公共下水道事業が公営企業会計に移行し、経営戦略

に活用できるコスト情報（費用）やストック情報（資本）の把握が可能となった。 

・上水道有収率：７０．０％、公共下水道整備率：７３．１％、水洗化率：４４．１％ 

 （いずれも令和元年度） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

経営戦略の改訂 改訂     

大野市営水道事業基本計画の推進 
上水道変更認可 

計画的な統合、施設更新 
計画的な統合、施設更新 計画的な統合、施設更新 計画的な統合、施設更新 計画的な統合、施設更新 

公営企業適用推進事業の実施（農業

集落排水事業） 

固定資産調査・評価業務

の実施 

固定資産調査・評価業務

の実施、条例改正・システ

ム導入の準備作業 

固定資産データの登録、

条例改正、システム導入 
企業会計移行  
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目
標
値 

上水道有収率 71.0％以上 71.5％以上 72.0％以上 72.5％以上 73.0％以上 

公共下水道整備率 78.0％以上 83.0%以上 88.0%以上 93.0%以上 98.0%以上 

水洗化率（処理区域内） 46.7％以上 48.0%以上 49.4%以上 50.9%以上 52.4%以上 

  

公共下水道と農業集落排水処理施

設の統合、処理施設同士の統合や経

営統合などの検討 

処理施設の統合の検討 

処理施設の統合計画の策

定 

処理施設の統合の検討、

地元説明 

汚水処理整備構想、下水

道全体計画の見直し、地

元説明 

都市計画決定、下水道法・

都市計画法の事業認可変

更手続き、地元説明 

統合対象地区の設計業務

の着手、地元説明 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 
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取組№４－７ 基金の確保と市債発行額の抑制 財政経営課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 財政調整基金の残高を２０億円以上にします 

 

（取組の方向性） 

・当初予算における財政調整基金の繰入金を出来る限り抑え、財政調整基金を

積み増しする。 

・市債発行額を償還元金以内に抑える。 

・将来負担比率など財政指標を注視し、財政の健全性を堅持する。 

（これまでの取組・現状） 

・令和元年度以降、２年連続で当初予算における財政調整基金の繰入金を減少させ

た。令和元年度は、財政調整基金を約１億円積み増しした。 

・平成２８年度以降、市債発行額を抑え、市債現在高は４年連続で減少している。 

・財政調整基金残高１６億４，１８３万円、将来負担比率４８．５％（いずれも令和元年度） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

財政調整基金の積み増し 
財政調整基金を積み増し

する 

財政調整基金を積み増し

する 

財政調整基金を積み増し

する 

財政調整基金を積み増し

する 

財政調整基金を積み増し

する 

市債発行額の抑制 
償還元金の額以下に抑え

る 

償還元金の額以下に抑え

る 

償還元金の額以下に抑え

る 

償還元金の額以下に抑え

る 

償還元金の額以下に抑え

る 

目
標
値 

財政調整基金残高 17億 6千万円以上 18億２千万円以上 18億８千万円以上 19 億４千万円以上 20億円以上 

将来負担比率 ４７．５％以下 ４７．０％以下 ４６．５％以下 ４６．０％以下 ４５．５％以下 
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取組№４－８ ふるさと納税やクラウドファンディングの活用 産業政策課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 返礼品の新規開拓を行い、ふるさと納税の年間寄附金額を３０％増とします 

 

（取組の方向性） 

・継続して市内事業者への働きかけを行うことより、返礼品及び返礼品提供事業

者の新規開拓を進める。 

・市の観光や物産情報と合わせて、ふるさと納税返礼品の情報発信を行う（特に

ふるさと納税寄附者に継続して応援してもらえるよう情報発信を行う）。 

・ガバメント・クラウドファンディングや企業版ふるさと納税を活用し、必要な資

金を調達する。 

（これまでの取組・現状） 

・随時、市内事業者へ市内事業者への働き掛けを行っており、返礼品及び返礼品提供

事業者を増やしている。 

・市のブランド（観光、物産）情報と合わせて、ふるさと納税返礼品の情報発信を随

時行っている。 

・ふるさと納税寄附件数・寄附額  令和元年度 ２，３４０件、４，８０８万円 

                       令和２年度 ３，３００件、７，０００万円（見込） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

返礼品及び返礼品提供事業者の新

規開拓 
市内事業者への働きかけ 市内事業者への働きかけ 市内事業者への働きかけ 市内事業者への働きかけ 市内事業者への働きかけ 

市のブランドと合わせた、ふるさと

納税返礼品の情報発信 
メルマガ定期配信 メルマガ定期配信 メルマガ定期配信 メルマガ定期配信 メルマガ定期配信 

ガバメント・クラウドファンディング

や企業版ふるさと納税の活用 

庁内各課との連携による

企画立案・実施 

庁内各課との連携による

企画立案・実施 

庁内各課との連携による

企画立案・実施 

庁内各課との連携による

企画立案・実施 

庁内各課との連携による

企画立案・実施 

目
標
値 

ふるさと納税年間寄附金額 ７，４２０万円以上 ７，８４０万円以上 ８，２６０万円以上 ８，６８０万円以上 ９，１００万円以上 

ガバメント・クラウドファンディ

ングなどの年間実施件数 
１件以上 １件以上 １件以上 １件以上 １件以上 
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取組№４－９ 行政事務のデジタル化推進 
政策推進課 

総務課 

〔関連がある取組…№３－１、№４－１０〕 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） ＲＰＡなどの導入により、３００時間以上の業務時間を削減します 

 

（取組の方向性） 

・現在運用されている庁内システム（基幹系以外）において、財務会計システムを

中心とした連携を検討し、業務効率化を進める。 

・国はデジタル改革の一つとして、基幹系システムの標準化（共通化）への移行を

進めており、本市においても、システム経費の軽減のため、標準化を進める。ま

た、併せて広域でのクラウド利用を検討する。 

・ＩＣＴを活用したＲＰＡなどの導入効果を検証し、業務効率化のため必要なシス

テム導入を進める。 

（これまでの取組・現状） 

・財務会計システムに、出退勤管理や時間外申請機能を加えた。 

・財務会計やグループウェアなど全庁的なシステムのほか、各部署において、単独で設

置しているシステムも多く運用されている。 

・税や住基など基幹系システムの広域でのクラウド利用が進んでいるが、本市は単独

クラウドを使用している。 

・令和２年度より、ＰＲＡ（パソコンによる定型業務などの自動処理化）の試験導入を行

っている。（４業務） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

庁内システム連携による効率化 システム連携の検討 システム連携の検討 システム連携の検討 システム連携の準備 
財務会計システム更新に

合わせた導入・整備 

基幹系システムの標準化  標準化の検討 
標準化の検討 

広域クラウドの利用検討 
標準化の準備 標準化完了 

電子決裁システムの導入   システムの検討 システムの検討 導入 

ＲＰＡの導入 
試験導入（２業務追加） 

検証 

試験導入（２業務追加） 

検証 
検証の結果、本格導入   

会議録作成支援システムの導入 導入（同時に検証）     

目
標
値 

ＲＰＡ、会議録作成支援システ

ムの導入による削減時間 

（推計による） 

１００時間以上 １５０時間以上 ２００時間以上 ２５０時間以上 ３００時間以上 
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取組№４－１０ 行政事務のペーパーレス化 総務課 

〔関連がある取組…№３－１、№４－９〕 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 庁内の文書量を５０％以下にします 

 

（取組の方向性） 

・文書保存年限の見直しにより、ペーパーの総量自体を削減する。 

・導入済のグループウェア（庁内の情報共有のためのネットワークシステム）の機

能を再検証し、容易なものから電子決裁を進め、順次対象を拡大する。 

・各種手続きのオンライン化を踏まえ、決裁事務の効率化を併せて検討する。 

（これまでの取組・現状） 

・ホームページの記事更新など一部電子決裁によるものがあるが、ペーパーによる決

裁の割合は１００％に近い。 

・書庫の余裕がなく、特に永年保存文書の保管スペースが乏しい。 

・執務室内にたくさんの書類があり、検索に時間がかかることがある。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

文書保存年限の見直し 文書保存年限の検証 
文書管理規程の改正 

（文書保存年限の見直し） 
   

グループウェア機能の活用 

（電子決裁のスモールスタート） 

ワークフロー機能などに

よる簡易決裁 

ワークフロー機能などに

よる簡易決裁 

ワークフロー機能などに

よる簡易決裁 

ワークフロー機能などに

よる簡易決裁 
 

（再掲：取組№４－９） 

電子決裁システムの導入 
  システムの検討 システムの検討 導入 

目
標
値 

庁内の保存文書量 

（毎年６月時点）※図書以外 
１００％（基準値） ９０％以下 ８０％以下 ７０％以下 ５０％以下 
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取組№４－１１ 施策評価などによる行政事務の改善 政策推進課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） ＰＤＣＡサイクルによる継続的改善を進め、施策評価における上位評価を２０％以上とします 

 

（取組の方向性） 

・第六次大野市総合計画を効果的かつ効率的に推進していくため、これまでの

評価方法を改善し、総合計画の推進体制を整備する。 

・施策や事業の取り組み効果を上げるため、「政策形成→予算編成→事業実施→

評価」の仕組みを構築する。 

（これまでの取組・現状） 

・事業や施策の計画、実行、評価、改善のサイクルが十分に機能していなかった。 

・施策評価の事務処理の負担が大きかった。 

・施策評価と総合計画の進捗管理の実施主体が別々であった。 

・総合計画と総合戦略にそれぞれ会議体があり、整理が必要である。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

新しい施策評価の仕組みづくり 
評価方法の改善 

新しい会議体の構築 
    

総合計画と総合戦略の進捗管理等 

（第六次） 
進捗管理（令和３年度） 

進捗管理（令和４年度） 

評価（令和３年度） 

進捗管理（令和５年度） 

評価（令和４年度） 

進捗管理（令和６年度） 

評価（令和５年度） 

進捗管理（令和７年度） 

評価（令和６年度） 

総合計画と総合戦略の評価 

（第五次） 
総括     

目
標
値 

前年度事業の施策評価におけ

る上位評価の割合 
－ ８％以上 １０％以上 １５％以上 ２０％以上 
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取組№４－１２ 職員の能力向上と組織力の強化 総務課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 人材育成基本方針に基づき、職員の意識改革と資質の向上を図り、組織の能力を最大限引き出します 

 

（取組の方向性） 

・ＩＴやＡＩの活用、稼ぐ力の向上、循環型社会への対応、住民主導の地域づくりの

展開などができる専門性をもった職員を育成する。 

・大野市人材育成基本方針に基づき、次代に即応した能力を開発する職員研修

を計画的に実施する。 

・優秀な人材の確保のために、効果的な採用試験方法の検討を行う。 

 

（これまでの取組・現状） 

・専門性を重視し、特定の職員の異動サイクルを長くするなどの対応をとってきたが、

職員数の減少に伴い、専門的な知識・技能の継承がうまくいかない傾向があった。 

・Ｒ２年８月に大野市人材育成基本方針を策定し、社会情勢の変化に合わせた「目指す

べき職員像」を設定した。 

・オンライン研修の実施環境を整備し、コロナ禍の状況の中でも、多くの職員が研修を

受講できる環境を整えた。 

・効果的な採用試験とするため、令和２年度採用においては、ＳＰＩ試験を導入した。 

・研修受講者延人数 １，２８５人（令和元年度） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

系統を立てた研修の実施 実施 実施 実施 実施 実施 

職員採用試験内容の検討及び実施 

検討は随時 

試験は前期・後期の原則

２回実施 

検討は随時 

試験は前期・後期の原則

２回実施 

検討は随時 

試験は前期・後期の原則

２回実施 

検討は随時 

試験は前期・後期の原則

２回実施 

検討は随時 

試験は前期・後期の原則

２回実施 

計画的な人事異動による専門的知

識のループ化、掛け合わせ 
計画的な人事異動 計画的な人事異動 計画的な人事異動 計画的な人事異動 計画的な人事異動 

目
標
値 

研修受講者延人数 

（オンライン再生回数含む） 
１，３００人以上 １，４００人以上 １，５００人以上 １，５００人以上 １，５００人以上 
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取組№４－１３ 職員の適正な定員管理と人員配置 総務課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 大野市定員適正化計画に基づき職員数を管理します 

 

（取組の方向性） 

・定員適正化計画に基づき職員数の管理を行う。 

・時代の変化や重点施策の進捗に合わせて、組織機構の見直しと適正な人員配

置を行う。 

・必要な分野に外部アドバイザーを活用する。 

（これまでの取組・現状） 

・職員数は、旧和泉村との合併時（平成１７年度）の４４３人から３６８人（令和２年度、目

標は３７３人）まで減少している。 

・重点施策を推進するために、専門課室を設置するなど機構の見直しを行ってきた。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

定員適正化計画にも基づく定員数

の管理、機構の見直し 
定員管理・機構の見直し 定員管理・機構の見直し 定員管理・機構の見直し 定員管理・機構の見直し 

定員管理・機構の見直し 

第八次計画策定作業 

外部アドバイザーの活用 活用 活用 活用   

目
標
値 

大野市定員適正化計画におけ

る職員数（毎年４月１日） 
３６８人以内 ３７１人以内 ３７３人以内 ３７２人以内 ３７１人以内 
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取組№４－１４ 業務上のリスク管理の強化 総務課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 庁内業務のリスクマネジメント率を１００％にします 

 

（取組の方向性） 

・どの業務に、どのようなリスクが想定されるかという情報を管理することによ

り、リスク発生の予防と、リスク発生時の速やかな対応を図る。 

・常時、「ヒヤリ・ハット事例」の収集を行い、リスク管理情報をアップデートする。 

・グループリーダーを軸とした回転の速い業務改善に取り組み、リスクの発生し

にくい組織づくりに努める。 

（これまでの取組・現状） 

・定期監査などの指摘事項をもとに、適正な会計処理を図っている。 

・公金等取扱事務（事務局を担当する関係団体の経理事務）について、令和元年度１０

月から毎月の出入金を組織レベルでチェックしている。 

・業務に伴うリスクが発生したとき、その対応に時間がかかる場合がある。 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

ヒヤリ・ハット事例の収集 
リスク発生時記録書の作

成・運用 

リスク発生時記録書の作

成・運用 

リスク発生時記録書の作

成・運用 

リスク発生時記録書の作

成・運用 

リスク発生時記録書の作

成・運用 

業務記述書の作成・運用 

（庁内業務の洗出し） 

主要事業（概ね１～２割）

について作成 

全業務について作成 

※リスクも記載 

全業務について運用 

（随時更新） 

全業務について運用 

（随時更新） 

全業務について運用 

（随時更新） 

業務改善の推進 
業務改善提案書の作成・

運用 

業務改善提案書の作成・

運用 

業務改善提案書の作成・

運用 

業務改善提案書の作成・

運用 

業務改善提案書の作成・

運用 

会計処理上のリスク管理 

（公金等取扱チェックなど） 
実施 実施 実施 実施 実施 

目
標
値 

リスクを把握、管理している業

務の割合 

母数（全業務数）を洗出し

していないため数値なし 
９０％ ９５％ １００％ １００％ 
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取組№４－１５ 市民と職員のパートナーシップの構築 総務課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 職員の地域貢献活動参加率６０％以上を維持します。 

 

（取組の方向性） 

・他自治体等の先進地事例を参考とし、職員が参加しやすい制度となるよう、基

準となる規程を策定する。 

・周知を積極的に行い、参加率を向上させる。また、活動参加状況の把握のた

め、自己申告書においての報告を求める。 

（これまでの取組・現状） 

・これまでも、職員が地域活動への参加については、制限を設けておらず、有償となる

場合についても、営利企業等従事許可申請により、概ね許可してきており、一定数の

職員が地域貢献活動に参加している。 

・令和２年度の職員の地域貢献活動参加率：５９％（消防職を除く。） 

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

地域貢献活動における兼業・副業の

基準規程の策定 
策定     

地域貢献活動参加についての周知 職員への周知 年２回 
職員への周知 年２回 

前年度の参加率を公表 

職員への周知 年２回 

前年度の参加率を公表 

職員への周知 年２回 

前年度の参加率を公表 

職員への周知 年２回 

前年度の参加率を公表 

地域貢献活動状況の把握 自己申告書での報告 自己申告書での報告 自己申告書での報告 自己申告書での報告 自己申告書での報告 

目
標
値 

地域貢献活動参加率 ６０％以上 ６０％以上 ６０％以上 ６０％以上 ６０％以上 
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取組№４－１６ 市有財産の適正管理と有効活用 
財政経営課 

各関係課 

 
 

ＧＯＡＬ（期間内の目標） 計画に基づき、公共施設等の最適化を着実に行います 

 

（取組の方向性） 

・公共施設の安全確保や適切な維持管理を行う。 

・中長期的な財政負担の軽減と標準化を図る。 

・施設の統廃合や譲渡などにより施設数を削減する。 

・公的なサービスを提供するために必要な施設の長寿命化を図る。 

・財産の貸付、売却などに向けた必要な調査を行う。 

（これまでの取組・現状） 

・大野市公共施設等総合管理計画 平成２９年３月策定、計画期間１０年 

・大野市公共施設再編計画編 平成２５年１０月策定、平成３０年３月改訂、計画期間 

１０年 

・公共施設等の数 

  平成３０年度    ３０９施設  前年度から１０施設減（廃止１１、譲渡２、新規３） 

  令和元年度     ３０５施設    〃    ４施設減（廃止２、譲渡３、新規１） 

  令和２年度（見込） ３０６施設    〃    １施設増（廃止３、譲渡１、新規５）  

 

取組内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

公共施設等の最適化 
計画に基づく進捗管理 

市ホームページでの公開 

計画に基づく進捗管理 

市ホームページでの公開 

計画に基づく進捗管理 

市ホームページでの公開 

計画に基づく進捗管理 

市ホームページでの公開 

計画に基づく進捗管理 

市ホームページでの公開 

大野市公共施設再編計画編の改訂 
個別施設計画編の令和２

年度改定内容を反映 
    

目
標
値 

再編計画に基づく公共施設等

の数 
３０４施設 

（令和３年度 

 再編計画改訂後記載） 

（令和３年度 

 再編計画改訂後記載） 

（令和３年度 

 再編計画改訂後記載） 

（令和３年度 

 再編計画改訂後記載） 
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